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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第60期
第２四半期
累計期間

第61期 
第２四半期 
累計期間

第60期 
第２四半期 
会計期間

第61期 
第２四半期 
会計期間

第60期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,850,4562,523,0082,025,6121,306,0696,700,850

経常損失（△） (千円) △85,854 △47,686 △22,395 △26,111△283,134

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △52,537 △30,076 △22,353△176,255△347,803

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ― ― ―

資本金 (千円) ─ ─ 1,579,92690,0001,579,926

発行済株式総数 (株) ─ ─ 7,552,0007,552,0007,552,000

純資産額 (千円) ─ ─ 1,450,3841,141,5491,156,034

総資産額 (千円) ─ ─ 4,807,2523,107,5094,062,451

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 192.40 151.47 153.37

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △6.97 △3.99 △2.97 △23.39 △46.14

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ― ― ―

１株当たり配当額 (円)
─
(─)

─
(─)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

自己資本比率 (％) ─ ─ 30.2 36.7 28.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △413,235△333,466 ─ ─ △422,757

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 244,147 969,946 ─ ─ 477,609

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △872,918△590,465 ─ ─ △1,158,529

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 95,376 79,720 33,705

従業員数 (名) ─ ─ 111 86 94

(注)１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がなく、また１株当たり四半期（当期）

純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４　従業員数は就業人員数を表示しております。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

　提出会社の状況

平成21年9月30日現在

従業員数(名) 86(29)

(注) 従業員数は就業人数であり、嘱託社員及び臨時従業員数は（　）内に当四半期会計期間の平均人員を外数で記載

しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、商品仕入及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、石油製品の卸売、小売販売及び自転車販売を主な業務としており、生産設備を保有しておりま

せん。 

　従って生産実績の記載はしておりません。 

　

(2) 商品仕入実績

当第２四半期会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別の名称

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日　
　　至　平成21年９月30日） 前年同四半期比(％)

仕入高(千円)

石油事業 962,486 △37.2

その他の事業 56,513 △0.9

合計 1,019,000 △35.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称

当第２四半期会計期間 
（自　平成21年７月１日　 
    至　平成21年９月30日） 前年同四半期比(％)

販売高(千円)

石油事業 1,173,407 △38.5

その他の事業 132,662 11.7

合計 1,306,069 △35.5

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の 

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社は、平成18年度より継続して営業損失を計上し、当第２四半期累計期間においても41,302千円の営

業損失を計上しております。また営業キャッシュ・フローは平成17年度より継続してマイナスとなり、当

第２四半期累計期間においても333,466千円のマイナスとなっております。当該状況により、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
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３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、前会計期間に国内総生産が年率プラスに転じるなど一

部で景気の底入れ感が見られ始めたものの、企業収益の落ち込みを背景に設備投資は減少し、雇用環境は

依然として厳しい状況が続いており、個人消費は低迷しております。

石油業界におきましては、原油価格は昨年夏場より下落し、今年初めには40ドル／バーレル台（ＣＩＦ

価格）で推移していたものが、夏場以降、アジア地域を中心にした堅調な需要と世界的な景気回復を期待

した投機資金の流入に加え、ベネズエラの政情不安等から一転上昇に転じ、年初めの１.７倍強にあたる

70ドル／バーレルを超える展開となりました。

当社主力事業の石油事業では、主にサービスステーションにおいて収益体質の強化策が功を奏し、営業

利益ベースで計画数値を大幅に上回る状況にあります。しかしながら、卸・直販の部門においては、景気

の低迷や燃料転換から需要が前年同期を下回るなかで、適正なマージンの確保を図るとともに新規需要

家の獲得にも努力しましたが、景気低迷の影響は大きく、需給バランスの不均衡からコスト増加分を全て

転嫁するに至らず、苦戦を強いられる形となりました。

サービスステーションでは、燃料油以外の収益の柱として位置づけた「車検」強化については、当初掲

げた計画以上のペースで実績が出ており、順調な進捗をみせております。教育・育成の基盤強化のために

導入した「社内ライセンス」は一部バッテリー等に遅れが見られるものの、引き続き順調な運用が成さ

れており、燃料油以外の収益実績は今期全ての月度において前年実績を超え燃料油に頼らない体質改善

がさらにすすんでおります。サービスステーションでは、こうしたことから売上高は６億７６百万円とな

り、当第２四半期会計期間においては店舗の減少があったものの売上総利益はほぼ計画通りに進み、１億

４９百万円（前年同四半期会計期間　２億１７百万円）となりました。販売管理費が良好にコントロール

されたことにより、営業利益は上昇傾向を示しております。

卸・直販では、国内景気の回復基調は依然弱含みで、燃料油需要を取り巻く環境は大変厳しい状態が続

いていることから、苦戦を強いられている状況にあります。販売数量の目減り、利益率の低下に加え、販売

管理費の削減等からくる一種の「閉塞感」から脱却すべく、まずは稼動客数の向上に注力し、取引量＝売

上高を狙う戦略をとっております。こうしたことから、売上高は当第２四半期会計期間で計画比115.3％

の４億９７百万円と回復基調が伺えるものの、利益率の悪化による影響をカバーしきれず営業利益にお

いては当第２四半期会計期間は計画比割れが続くことから、仕入方法の多様化を模索しつつ、さらなる仕

入ポジションの改善に努めてまいります。

これらの結果、石油事業部の当第２四半期会計期間の売上高は、前年同四半期比38.5％減の１１億７３

百万円となりました。

自転車業界におきましては、世界的な不況下にも関わらず「健康」「クリーン」をキーワードに自転

車への関心が高まるなか、異業種からの新規参入など競争が激化しつつあるものの、市況は比較的堅調に

推移しております。
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サイクルショップ「コギー」では、このような環境下におきまして、品揃えの見直しや販売力の強化に

取り組みましたが、新設店舗の収益貢献の遅れなどにより、当期間の実績は計画をやや下回りました。引

き続き従来の施策に取り組むとともに、主要なお客様である中・上級者に加えて、新たに入門者から初心

者の層をターゲットとして、接客を受けずに気楽に買える売場づくりや、カラーバリエーションが豊富で

選ぶ楽しさのある品揃えなど店舗力の強化に取り組んでまいります。

その他の事業の売上高につきましては、当第２四半期会計期間において、前年同四半期比11.7％増の１

億３２百万円となりました。

これらの結果、当第２四半期会計期間の売上高は１３億６百万円、経常損失は２６百万円、これに特別

損益を加減した税引前四半期純損失は２億１８百万円、これに法人税、住民税および事業税と法人税等調

整額を加減した四半期純損失は１億７６百万円となりました。

なお、当第２四半期累計期間の売上高は２５億２３百万円、経常損失は４７百万円、これに特別損益を

加減した税引前四半期純損失は３億７百万円、これに法人税、住民税および事業税と法人税等調整額を加

減した四半期純損失は３０百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、３１億７百万円（前事業年度末比　９億５４百万円減）、

うち純資産は１１億４１百万円（前事業年度末比　１４百万円減）となりました。

 資産のうち流動資産は７億８百万円（前事業年度末比　９百万円減）、固定資産は２３億９８百万円

（前事業年度末比　９億４５百万円減）となりました。これらの増減の主なものは、土地の８億８７百万

円の減少、未収入金の７８百万円の減少、差入保証金の３２百万円の増加によるものであります。

負債につきましては１９億６５百万円（前事業年度末比　９億４０百万円減）となりました。流動負債

は１３億１６百万円（前事業年度末比　４億４６百万円減）、固定負債は６億４９百万円（前事業年度末

比　４億９４百万円減）となりました。これらの増減の主なものは、借入金を５億９０百万円返済したこ

とと再評価に係る繰延税金負債が２億７８百万円減少したことによるものです。

資本金につきましては、減資をした為、９０百万円（前年事業年度末比　１４億８９百万円減）となり

ました。

純資産につきましては、四半期純損失を計上したことにより、１１億４１百万円（前事業年度末比　１

４百万円減）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ４

６百万円増加し、７９百万円となりました。

　

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、１億５６百万円（前年同四半期会計期間は８３百万円の資金の減

少）となりました。主な要因としましては、税引前四半期純損失を２億１８百万円（前年同税引前四半期

純損失　１９百万円）計上したことと、売上債権の４２百万円の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、１億８６百万円（前年同四半期会計期間は１億６８百万円の資金の

増加）となりました。主な要因としましては、有形固定資産の売却による収入１億７９百万円によるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、２７百万円（前年同四半期会計期間は２億２５百万円の資金の減

少）となりました。主な要因は借入金の返済によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社が対応すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6) 継続企業の前提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策

当社はこのような状況を解消し又は改善すべく、平成21年3月期より再建計画を立案し、お取引先のご

協力をいただきながら収益の改善に取り組んでおります。また再建計画は、経済環境、事業環境の変化に

応じて、適宜見直しその実効性を高めております。

当第２四半期会計期間は、石油事業におきましては、前事業年度より継続して取り組んできました不採

算店舗の閉鎖に目処をつけると同時に、油外収益の柱として位置付けた「車検」強化につきましては、当

初計画を超えるペースで実績が上がっております。またその他の事業におきましても競争が激化する中、

引き続きスタッフの接客力・技術力の向上を図り、加えて仕入強化による利益率の改善を図るなど利益

確保を図っております。さらに本社管理部門においても経費削減の体制作りを遂行しております。

また取引金融機関との関係も、再建計画における資産売却が９割方完了したことにより、有利子負債の

圧縮も進捗し、期中の融資継続をはじめ緊密な関係を維持しております。さらに収益体制を確立するた

め、月次ベースで速やかに正確な損益を把握し、タイムリーに且つ厳格に予算実績を管理する運用も引き

続き実行しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,552,000 7,552,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数1,000株

計 7,552,000 7,552,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年８月10日(注) ─ 7,552,000△1,489,92690,000△1,091,314 ─

（注）繰越欠損金を解消し、財務体質の強化と円滑に事業活動が遂行できる資本構成とするために、会社法第447条の規

定に基づき資本金の額を減少し、会社法第448条の規定に基づき資本準備金の額を減少し、それぞれその他資本剰

余金に振り替えたものであります。
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(5) 【大株主の状況】

平成21年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

森　　　　　　猛 東京都豊島区 1,568 20.76

新日本石油株式会社 東京都港区西新橋一丁目３番１２号 450 5.95

株式会社エム・デー・エフ 東京都港区白金台五丁目１３番１６号－２０１ 259 3.44

藤　本　　慶　二 東京都文京区 239 3.17

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 231 3.05

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨二丁目１０番２号 160 2.11

神　谷　　金　吾 東京都豊島区 142 1.88

吉　山　　敏　明 岡山県浅口市 125 1.65

杉　浦　　三　男 東京都武蔵野市 117 1.55

森　　　　賢　三 東京都豊島区 96 1.28

計 ― 3,390 44.89

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  15,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式7,478,000 7,478同上

単元未満株式 普通株式 　59,000 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 7,552,000― ―

総株主の議決権 ― 7,478 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式289株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成21年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ダイヤ通商株式会社

東京都豊島区
巣鴨一丁目６番10号

15,000 ─ 15,000 0.20

計 ― 15,000 ─ 15,000 0.20

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高(円) 39 47 65 97 72 65

最低(円) 32 36 40 50 60 47

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四

半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月

１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成21年７月1日から平成21年９月30日まで)及び当

第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査

法人薄衣佐吉事務所により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 79,720 33,705

受取手形及び売掛金 397,876 361,524

商品 151,940 164,789

その他 85,207 167,182

貸倒引当金 △6,000 △8,700

流動資産合計 708,745 718,501

固定資産

有形固定資産

土地 ※３
 1,708,351

※３
 2,595,416

その他 ※１
 263,351

※１
 293,448

有形固定資産合計 1,971,703 2,888,864

無形固定資産 4,364 17,304

投資その他の資産

差入保証金 346,083 313,976

その他 134,512 183,205

貸倒引当金 △57,900 △59,400

投資その他の資産合計 422,696 437,781

固定資産合計 2,398,764 3,343,950

資産合計 3,107,509 4,062,451

負債の部

流動負債

買掛金 294,508 318,221

短期借入金 847,574 1,223,831

1年内返済予定の長期借入金 6,000 45,355

未払法人税等 5,246 16,274

事業譲渡損失引当金 － 25,000

店舗閉鎖損失引当金 15,308 －

その他 147,919 133,946

流動負債合計 1,316,557 1,762,628

固定負債

長期借入金 20,000 194,800

退職給付引当金 － 26,582

役員退職慰労引当金 103,862 111,087

再評価に係る繰延税金負債 327,249 606,088

その他 198,291 205,229

固定負債合計 649,402 1,143,788

負債合計 1,965,960 2,906,417
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 90,000 1,579,926

資本剰余金 1,003,448 1,091,314

利益剰余金 323,259 △1,577,792

自己株式 △2,720 △2,667

株主資本合計 1,413,987 1,090,781

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,062 △6,392

土地再評価差額金 △283,501 71,645

評価・換算差額等合計 △272,438 65,253

純資産合計 1,141,549 1,156,034

負債純資産合計 3,107,509 4,062,451
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

売上高 3,850,456 2,523,008

売上原価 3,237,941 2,051,450

売上総利益 612,514 471,557

販売費及び一般管理費 ※
 671,755

※
 512,860

営業損失（△） △59,240 △41,302

営業外収益

受取利息 2,191 1,525

受取配当金 1,696 445

その他 4,230 11,432

営業外収益合計 8,119 13,403

営業外費用

支払利息 32,819 17,079

その他 1,913 2,708

営業外費用合計 34,732 19,787

経常損失（△） △85,854 △47,686

特別利益

固定資産売却益 7,252 23,240

投資有価証券売却益 15,505 －

役員退職慰労引当金戻入額 75,624 9,150

その他 25,005 3,043

特別利益合計 123,388 35,434

特別損失

固定資産売却損 58,650 65,610

投資有価証券売却損 14,028 －

減損損失 － 93,495

店舗閉鎖損失 － 88,338

その他 10,519 47,830

特別損失合計 83,198 295,275

税引前四半期純損失（△） △45,664 △307,527

法人税、住民税及び事業税 7,500 3,200

法人税等調整額 △627 △280,650

法人税等合計 6,872 △277,450

四半期純損失（△） △52,537 △30,076
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
  至 平成21年９月30日)

売上高 2,025,612 1,306,069

売上原価 1,697,442 1,080,911

売上総利益 328,170 225,158

販売費及び一般管理費 ※
 338,556

※
 247,477

営業損失（△） △10,386 △22,319

営業外収益

受取利息 1,237 868

受取配当金 71 70

その他 2,144 3,888

営業外収益合計 3,454 4,826

営業外費用

支払利息 14,135 6,444

その他 1,328 2,173

営業外費用合計 15,463 8,618

経常損失（△） △22,395 △26,111

特別利益

固定資産売却益 7,252 12,393

投資有価証券売却益 15,505 －

貸倒引当金戻入額 － △649

特別利益合計 22,758 11,743

特別損失

固定資産売却損 1,294 26,483

投資有価証券売却損 13,979 －

減損損失 － 93,495

店舗閉鎖損失 2,831 68,718

その他 1,687 15,477

特別損失合計 19,792 204,175

税引前四半期純損失（△） △19,430 △218,542

法人税、住民税及び事業税 3,550 850

法人税等調整額 △627 △43,137

法人税等合計 2,922 △42,287

四半期純損失（△） △22,353 △176,255
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △45,664 △307,527

減価償却費 17,536 13,404

減損損失 － 93,495

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,200 △4,200

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △73,974 △7,225

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,680 △26,582

受取利息及び受取配当金 △3,888 △1,971

支払利息 32,819 17,079

有形固定資産売却損益（△は益） 51,398 42,370

保険解約損益（△は益） － 28,167

売上債権の増減額（△は増加） 9,380 △57,371

たな卸資産の増減額（△は増加） △44,755 12,848

仕入債務の増減額（△は減少） △26,169 △56,780

差入保証金の増減額（△は増加） △150,201 △57,035

未払金の増減額（△は減少） △39,524 △24,539

その他 △64,535 27,740

小計 △369,460 △308,130

利息及び配当金の受取額 2,886 3,633

利息の支払額 △32,231 △14,742

法人税等の支払額 △14,430 △14,227

営業活動によるキャッシュ・フロー △413,235 △333,466

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,679 △162

有形固定資産の売却による収入 63,767 825,326

投資有価証券の売却による収入 130,084 －

差入保証金の差入による支出 △30,949 △642

差入保証金の回収による収入 56,190 25,570

事業譲渡による収入 36,699 56,249

保険積立金の解約による収入 － 62,270

その他 8,034 1,335

投資活動によるキャッシュ・フロー 244,147 969,946

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △643,468 △364,574

長期借入金の返済による支出 △229,298 △225,837

その他 △151 △52

財務活動によるキャッシュ・フロー △872,918 △590,465

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,042,005 46,014

現金及び現金同等物の期首残高 1,137,382 33,705

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 95,376

※
 79,720
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

当社は、平成18年度より継続して営業損失を計上し、当第２四半期累計期間においても41,302千円の

営業損失を計上しております。また営業キャッシュ・フローは平成17年度より継続してマイナスとな

り、当第２四半期累計期間においても333,466千円のマイナスとなっております。当該状況により、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社はこのような状況を解消し又は改善すべく、平成21年3月期より再建計画を立案し、お取引先の

ご協力をいただきながら収益の改善に取り組んでおります。また再建計画は、経済環境、事業環境の変

化に応じて、適宜見直しその実効性を高めております。

当第２四半期会計期間は、前会計期間に国内総生産が年率プラスに転じるなど一部で景気の底入れ

感が見られ始めたものの、企業収益の落ち込みを背景に設備投資は減少し、雇用環境は依然として厳し

い状況が続いており、個人消費は低迷しております。このような中、主力の石油事業におきましては、前

事業年度より継続して取り組んできました不採算店舗の閉鎖に目処をつけると同時に、油外収益の柱

として位置付けた「車検」強化につきましては、当初計画を超えるペースで実績が上がっております。

またその他の事業におきましても競争が激化する中、引き続きスタッフの接客力・技術力の向上を図

り、加えて仕入強化による利益率の改善を図るなど利益確保を図っております。さらに本社管理部門に

おいても経費削減の体制作りを遂行しております。

また取引金融機関との関係も、再建計画における資産売却が９割方完了したことにより、有利子負債

の圧縮も進捗し、期中の融資継続をはじめ緊密な関係を維持しております。さらに収益体制を確立する

ため、月次ベースで速やかに正確な損益を把握し、タイムリーに且つ厳格に予算実績を管理する運用も

引き続き実行しております。

しかし、これらの対応策は将来の不透明な経済環境・事業環境の中で進めている途上であるため、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

四半期財務諸表は継続企業を前提に作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期財務諸表には反映しておりません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

（退職給付債務の計算方法の変更）
　当社は、前事業年度末より退職給付債務の計算について、従来の原則法か
ら簡便法に変更したため、前第２四半期会計期間と当第２四半期会計期間
で退職給付債務の計算方法が異なっております。なお、前第２四半期会計期
間に変更後の簡便法を適用した場合、当該期間の営業損失、経常損失及び税
引前四半期純損失は、36,661千円増加しております。また、前第２四半期累
計期間に変更後の簡便法を適用した場合、当該期間の営業損失、経常損失及
び税引前四半期純損失は、5,826千円増加しております。
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【表示方法の変更】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

（四半期損益計算書関係）

　前第２四半期累期間において、「特別損失」の「その他」に含めていた「店舗閉鎖損失」は重要性が増加したた

め、当第２四半期累計期間より区分掲記することとしております。なお、前第２四半期累計期間の「特別損失」の

「その他」に含めていた「店舗閉鎖損失」は8,831千円であります。

　

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

（四半期損益計算書関係）

　前第２四半期会計期間において、「特別損失」の「その他」に含めていた「店舗閉鎖損失」は重要性が増加した

ため、当第２四半期会計期間より区分掲記することとしております。なお、前第２四半期会計期間の「特別損失」

の「その他」に含めていた「店舗閉鎖損失」は2,831千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第２四半期累計期間 
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

１　固定資産の減

価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、会計年度に係

る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

２　法人税等の算

定方法

 法人税、住民税及び事業税の納付税額の算定について

は、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに

限定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 994,919千円　※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,091,123千円

　２　　　　　　────────
 
※３　担保資産
　　担保に供されている資産について、事業の運営におい
て重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べ
て著しい変動が認められるもの
 
　　　土　　　　地　　　　　　　　 1,690,840千円

　２　受取手形割引高 　　　　　　　　　33,861千円
 
※３　担保資産

 
 
 
　　　土　　　　地　　　　　　　　　2,577,905千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

 
※販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　314,861千円
　　不動産賃借料　　  　 62,157千円
　　法定福利費　　　　   33,085千円
　　退職給付費用　　　　 20,750千円
　　貸倒引当金繰入額　　  5,364千円

 
※販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　237,350千円
　　不動産賃借料　　　   55,955千円
　　法定福利費　　　　   26,072千円
　　退職給付費用　　　　 12,738千円
 

　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

 
※販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　157,793千円
　　不動産賃借料　　  　 31,909千円
　　法定福利費　　　　   17,569千円
　　退職給付費用　　　　 10,596千円

 
※販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　115,844千円
　　不動産賃借料　　　   27,792千円
　　法定福利費　　　　   12.504千円
　　退職給付費用　　　　  7,257千円
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

※現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高と

当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 95,376千円

現金及び現金同等物 95,376千円
 

※現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高と

当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 79,720千円

現金及び現金同等物 79,720千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　　至　平成

21年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 7,552,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 15,289

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 151円　47銭
　

　 　

１株当たり純資産額 153円　37銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　 項目
当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日)

　　 前事業年度末 
　(平成21年３月31日)

　 純資産の部の合計額（千円） 1,141,549 1,156,034

　 純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ─ ─

　 普通株式に係る純資産額（千円） 1,141,549 1,156,034

　
１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式数（株）

7,536,711 7,537,817

　

２  １株当たり四半期純損失等

　

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　6円　97銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　3円　99銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間 
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

四半期純損失(千円) 52,537 30,076

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(千円) 52,537 30,076

普通株式の期中平均株式数(株) 7,538,644 7,537,351
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第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　2円　97銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　23円　39銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間 
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

四半期純損失(千円) 22,353 176,255

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(千円) 22,353 176,255

普通株式の期中平均株式数(株) 7,538,385 7,537,112

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

ダイヤ通商株式会社

取締役会  御中

　

監査法人薄衣佐吉事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　村　　都　彦    印

　

業務執行社員 　 公認会計士    今　田　　　亮    　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ヤ通商株式会社の平成20年４月1日から平成21年３月31日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間（平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ダイヤ通商株式会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成16年度830,127千円、平成17年度833,402千円、平

成19年度990,475千円の当期純損失を計上し、また、当事業年度においても第２四半期累計期間に52,537千円

の四半期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

者の対応等は当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を四半期財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月10日

ダイヤ通商株式会社

取締役会  御中

　

監査法人薄衣佐吉事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　村　　都　彦    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    今　田　　　亮    　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ヤ通商株式会社の平成21年４月1日から平成22年３月31日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ダイヤ通商株式会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成18年度より継続して営業損失を計上し、当第２四

半期累計期間においても41,302千円の営業損失を計上している。また、営業キャッシュ・フローは平成17年度

より継続してマイナスとなり、当第２四半期累計期間においても333,466千円のマイナスとなっている。これ

らの状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められ

る理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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